
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホームページをご覧ください 日本共産党豊田市議団 

 ６月定例市議会では、市長からの２３件の議案と１件の同意案件、１件の議員

提出意見書に対し、日本共産党市議団・根本市議は、このうち、６議案に反対、

約７４％の１７議案、同意案件、議員提出意見書に賛成しました。主な議案につ

いての各会派の賛否（〇×）は表のとおりです。 

高
市
内
閣
が
提
出
し
た
２
０
２

６
年
度
予
算
案
は
、
物
価
高
騰
と

暮
ら
し
の
悪
化
に
背
を
向
け
る
一

方
で
、
軍
事
費
を
突
出
さ
せ
、
大

企
業
支
援
と
米
国
ト
ラ
ン
プ
政
権

の
要
求
に
こ
た
え
た
対
米
投
資
の

拡
大
な
ど
、
国
民
生
活
、
経
済
、

外
交
に
お
け
る
数
々
の
重
大
な
問

題
を
含
ん
で
い
る
。
ま
た
、
政
治

と
カ
ネ
の
問
題
を
は
じ
め
高
市
内

閣
の
政
治
姿
勢
も
厳
し
く
問
わ
れ

て
い
る
。 

日
本
共
産
党
は
、
本
日
衆
院
予

算
委
員
会
で
審
議
入
り
し
た
来
年

度
予
算
案
の
審
議
に
あ
た
っ
て
以

下
の
問
題
点
を
指
摘
し
、
予
算
案

の
抜
本
的
な
組
み
替
え
を
含
め
た

徹
底
審
議
を
求
め
る
。 

１ 

物
価
高
か
ら
暮
ら
し
を

守
り
、
経
済
を
支
え
る
予
算

へ
の
転
換
を 

（
１
）
総
理
が
「
悲
願
」
と

主
張
す
る
消
費
税
減
税
が

含
ま
れ
て
い
な
い 

物
価
高
騰
か
ら
暮
ら
し
を
守
る

上
で
、
消
費
税
減
税
は
待
っ
た
な

し
の
課
題
で
あ
る
。
日
本
共
産
党

は
、
消
費
税
を
５
％
に
減
税
し
、

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
を
廃
止
、
財
源

は
大
企
業
・
大
株
主
へ
の
行
き
過

ぎ
た
減
税
・
優
遇
を
見
直
し
確
保

す
る
こ
と
を
提
案
す
る
。
参
加
政

党
を
選
別
し
、
消
費
税
温
存
あ
り

き
と
な
り
か
ね
な
い
「
国
民
会

議
」
で
は
な
く
、
国
会
審
議
を
通

じ
て
消
費
税
減
税
を
実
現
す
べ

き
で
あ
る
。 

（
２
）
大
幅
賃
上
げ
へ
の
政

治
の
責
任
を
投
げ
捨
て
、
長

時
間
労
働
を
押
し
つ
け
よ

う
と
し
て
い
る 

上
場
企
業
が
史
上
最
高
益
を
更

新
し
株
価
も
上
昇
、
し
か
し
賃
金

に
回
ら
ず
「
富
の
一
極
集
中
」
が

続
く
。
と
こ
ろ
が
政
府
に
は
賃
上

げ
を
ど
う
進
め
る
か
の
具
体
策

が
な
く
、
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ

目
標
す
ら
放
棄
し
た
。
そ
の
う
え

裁
量
労
働
制
の
さ
ら
な
る
拡
大
ま

で
持
ち
出
し
て
い
る
。
賃
上
げ
と

労
働
時
間
の
短
縮
、
生
活
時
間
、

自
由
な
時
間
を
増
や
す
こ
と
こ

そ
、
暮
ら
し
の
困
難
を
打
開
す
る

た
め
に
必
要
で
あ
る
。 

（
３
）
物
価
上
昇
に
遠
く
及

ば
な
い
社
会
保
障
予
算
が
暮

ら
し
を
脅
か
す 

社
会
保
障
予
算
は
２
％
増
と
物
価

上
昇
に
及
ば
な
い
。
年
金
改
定
率

も
２
％
の
見
込
み
と
さ
れ
、
物
価

上
昇
に
比
べ
大
幅
な
目
減
り
と
な

る
。
「
凍
結
」
し
て
い
た
高
額
療

養
費
の
負
担
増
を
「
復
活
」
さ
せ
、

Ｏ
Ｔ
Ｃ
類
似
薬
の
追
加
負
担
導

入
、
「
子
育
て
支
援
」
と
称
す
る

医
療
保
険
料
へ
の
上
乗
せ
負
担
開

始
な
ど
給
付
削
減
と
負
担
増
が
目

白
押
し
と
な
っ
て
い
る
。 

診
療
報
酬
本
体
の
３
・
９
％
引
き

 

れ
た
原
発
回
帰
の
大
転
換
を

進
め
よ
う
と
し
て
い
る 

エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
特
別
会
計
に
２

兆
５
３
３
３
億
円
、
次
世
代
革
新

炉
開
発
に
１
２
２
０
億
円
を
計
上

す
る
な
ど
露
骨
な
「
原
発
回
帰
」

予
算
案
と
な
っ
て
い
る
。
原
発
ゼ

ロ
、
省
エ
ネ
・
再
エ
ネ
の
抜
本
拡

充
に
よ
る
気
候
危
機
打
開
を
め
ざ

す
。
東
日
本
大
震
災
か
ら
１
５
年
、

被
災
者
支
援
の
い
っ
そ
う
の
強
化

が
必
要
で
あ
る
。 

（
６
）
大
企
業
支
援
に
巨
額

を
注
ぎ
込
む
一
方
、
乏
し
い

中
小
企
業
支
援
、
農
業
予
算 

Ａ
Ｉ
・
半
導
体
企
業
に
は
１
・
２

兆
円
も
の
支
援
、
企
業
へ
の
投
資

減
税
０
・
４
兆
円
な
ど
大
企
業
に

は
大
盤
振
る
舞
い
と
な
っ
て
い

る
。
「
８
４
兆
円
対
米
投
資
」
の

た
め
の
日
本
貿
易
保
険
へ
の
交
付

国
債
１
・
７
８
兆
円
は
、
民
間
投

資
の
リ
ス
ク
を
国
民
に
押
し
付
け

る
も
の
で
あ
り
認
め
ら
れ
な
い
。

中
小
企
業
対
策
費
は
＋
０
・
３
％
、

農
林
水
産
関
係
予
算
は
＋
１
・

１
％
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。
中
小

企
業
支
援
を
抜
本
的
に
強
め
る
と

と
も
に
、
食
料
自
給
率
の
向
上
に

踏
み
出
し
、
減
反
政
策
、
市
場
任

せ
の
農
政
を
改
め
る
べ
き
で
あ

る
。
（
続
き
は
次
号
で
） 

 

上
げ
は
世
論
と
運
動
の
成
果
だ

が
、
医
療
危
機
を
脱
し
て
い
な

い
。
国
費
を
投
入
し
て
患
者
負
担

増
な
く
危
機
打
開
を
進
め
、
１
１

万
の
病
床
削
減
計
画
は
撤
回
す

べ
き
で
あ
る
。
訪
問
介
護
基
本
報

酬
の
引
き
下
げ
を
直
ち
に
見
直

す
と
と
も
に
、
介
護
保
険
へ
の
国

庫
負
担
１
０
％
増
に
よ
り
介
護

労
働
者
の
賃
金
を
抜
本
的
に
引

き
上
げ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。 

（
４
）
大
学
の
学
費
値
上
げ

に
拍
車
を
か
け
、
教
員
の
定

数
減
を
放
置 

教
育
予
算
は
、
学
校
給
食
費
の
負

担
軽
減
な
ど
で
増
額
が
あ
る
も

の
の
、
国
公
私
立
大
学
で
の
学
費

値
上
げ
ラ
ッ
シ
ュ
を
止
め
る
ど

こ
ろ
か
運
営
費
交
付
金
や
私
学

助
成
を
抑
制
し
値
上
げ
に
拍
車

を
か
け
、
国
立
大
学
授
業
料
標
準

額
の
値
上
げ
を
含
め
検
討
し
て

い
る
。
値
上
げ
を
中
止
し
、
無
償

化
に
向
け
値
下
げ
に
進
む
と
と

も
に
、
本
格
的
な
給
付
制
奨
学
金

を
創
設
す
べ
き
で
あ
る
。
教
員
の

定
数
減
を
放
置
せ
ず
、
増
員
に
転

じ
少
人
数
学
級
の
拡
大
と
教
員

の
労
働
時
間
短
縮
こ
そ
必
要
で

あ
る
。 

（
５
）
福
島
原
発
事
故
を
忘

２
０
２
６
年
２
月
２
７
日 

日
本
共
産
党
国
会
議
員
団 



 

 

 

日本共産党豊田市議団へのメールは、ホームページからお送りください 

もとむら伸子 
前衆院議員 

 

小
池
書
記
局
長
は
４
日
記
者
会

見
で
、
「
統
一
教
会
の
反
社
会
性
が

法
的
に
証
明
さ
れ
た
。
統
一
協
会
は

す
べ
て
の
被
害
者
に
経
済
的
、
精
神

的
に
さ
ま
ざ
ま
な
苦
痛
を
与
え
て

き
た
責
任
を
認
め
て
ま
ず
謝
罪
す

べ
き
だ
」
「
高
市
首
相
な
ど
関
係
を

調
査
し
明
ら
か
に
す
る
こ
と
を
要

求
す
る
」
と
述
べ
ま
し
た
。
（
３
月

５
日
赤
旗
よ
り
） 

 

◆法律相談は弁護士が 
 第２土曜日 午前 10 時～12 時で 
◆生活相談は随時、根本議員が応対 
◆法律相談は要予約。お申し込みは 
日本共産党西三地区委員会まで 

      電話 0564-23-2785 
◆生活相談は根本議員まで 
      電話 0565-34-4772 

根本みはる 
豊田市会議員 

すやま初美 
党中央委員 

 
 

霊
感
商
法
や
高
額
献
金
の
要
求

が
社
会
問
題
化
し
た
統
一
協
会
へ

の
解
散
を
、
東
京
高
裁
も
支
持
し

清
算
の
手
続
き
が
始
ま
り
ま
す
。

解
散
命
令
が
実
質
的
に
確
定
し
た

こ
と
で
、
統
一
協
会
は
宗
教
法
人

格
を
失
い
、
税
制
上
の
優
遇
措
置

を
受
け
ら
れ
な
く
な
り
ま
す
。 

豊
田
警
察
署
の
近
く
に
あ
る
統

一
協
会
の
事
務
所
に
も
立
ち
入
り

制
限
の
張
り
紙(

写
真)

が
貼
っ
て

あ
り
ま
す
。 

１９日行動 

３月１９日（木）１２：３０～１３：００ 

      豊田市駅西マクドナルド前 

主催：9条改憲 NO豊田市民アクション 

３・19 
アメリカは  

イラン攻撃を 

直ちに止めよ 

「本法人は解散し、本法

人の清算手続きが開始さ

れました。」 

清算人からの告示書 

毎週の豊田民報は

こちらからもご覧

いただけます 

令
和
７
年
度
の
税
制
改
正
で
、

給
与
所
得
控
除
の
引
き
上
げ
に
よ

り
、
一
部
の
方
の
所
得
段
階
が
下

が
り
、
市
民
税
課
税
か
ら
非
課
税

に
変
更
に
な
り
ま
す
。
３
月
議
会

に
は
、
介
護
保
険
の
保
険
料
収
入

の
減
少
を
防
ぐ
た
め
に
、
非
課
税

に
な
る
方
を
「
課
税
者
」
と
見
な

す
条
例
改
正
が
上
程
さ
れ
ま
し

た
。 環

境
福
祉
委
員
会
で
の
質
疑

で
、
最
も
多
い
と
想
定
さ
れ
る
ケ

ー
ス
で
、
保
険
料
段
階
が
第
６
段

階
の
市
民
税
課
税
者
で
保
険
料
の

年
額
が
６
９
，
９
６
０
円
の
方
が
、

仮
に
改
正
が
無
け
れ
ば
、
市
民
税

非
課
税
の
第
１
段
階
で
保
険
料
の

年
額
が
１
８
，
４
４
４
円
に
該
当

し
、
そ
の
差
額
は
５
１
，
５
１
６

円
と
大
幅
に
な
る
こ
と
が
わ
か
り

ま
し
た
。
国
は
、
何
の
た
め
に
所

得
控
除
を
増
や
し
た
の
で
し
ょ
う

か
。 

 


